
の

あらまし
～復興忙向け、過去最大397億円～

（単位：千円）

平
成
2
4
年
度
各
種
会
計
予
算
が
、
平
成
2
4
年
第
1
回
山
元
町
議
会
定
例
会
で

可
決
さ
れ
ま
し
た
。
東
日
本
大
震
災
か
ら
1
年
が
過
ぎ
、
本
町
の
震
災
復
興
計

画
で
は
「
復
旧
期
」
の
2
年
目
に
位
置
づ
け
ら
れ
ま
す
。
被
災
者
支
援
や
生
活

基
盤
、
公
共
施
設
の
復
旧
に
取
り
組
み
、
再
生
、
発
展
へ
向
け
た
復
興
基
盤
の

構
築
を
最
優
先
と
し
た
予
算
を
編
成
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
予
算
と
比
較
し
、
1
1
6
億
6
3
4
8
万
円
増

（
5
0
・
1
％
増
）
の
3
9
1
億
2
7
4
3
万
円
で
す
。
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
被
災

し
た
土
地
の
減
免
措
置
等
に
よ
る
固
定
資
産
税
の
落
ち
込
み
が
あ
る
な
か
、
国

か
ら
の
東
日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
や
復
旧
、
復
興
事
業
の
地
方
負
担
分
を
補

て
ん
す
る
震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
よ
り
、
財
政
調
整
基
金
の
取
り
崩
し
は
例

年
ベ
ー
ス
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
震
災
関
連
事
業
で
は
災
害
廃
棄
物
処
理
事
業
や
災
害
後
旧
事
業
、
被

災
者
支
援
事
業
の
ほ
か
、
防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
や
復
興
土
地
区
画
整
理
事

業
な
ど
の
投
資
的
な
事
業
を
中
心
に
、
約
3
4
9
億
円
を
予
算
措
置
し
て
い
ま
す
。

主
な
事
業
に
つ
い
て
は
8
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
た
と
お
り
で
す
。

臆
歳
入
忙
つ
い
て

総
額
は
、
3
9
7
億
2
7
4
3

万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
1
7

6
億
6
3
4
8
万
円
増
（
8
0
・
1
％

増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
内
訳
と
し
て
、
被
災
土
地

の
課
税
免
除
等
に
よ
る
固
定
資

産
税
の
減
少
が
あ
る
も
の
の
、
個

人
町
民
税
の
制
度
改
正
に
よ
り
、

町
税
全
体
で
は
1
億
3
4
2
2

万
円
増
（
1
8
・
6
％
増
）
と
見
込
ん

で
い
ま
す
。

ま
た
、
災
害
廃
棄
物
処
理
事
業

や
災
害
後
旧
事
業
等
に
係
る
国

庫
支
出
金
は
5
6
億
6
6
6
2
万
円

増
（
埜
2
％
増
）
、
震
災
復
興
特
別

交
付
税
が
含
ま
れ
る
地
方
交
付

税
は
5
5
億
2
9
0
8
万
円
増
（
1

7
7
・
7
％
増
）
な
ど
を
見
込
ん

で
い
ま
す
。

広報やまもと5月号No．390（6）

一般会計歳入

項　　 目 予算 額 陪成比 （％） 前年度比（％）

町　　　　　　　　 税 8 5 5 ．9 2 1 2 ，2％ 18 ．6

地　 方　 譲　 与　 税 8 8 ．8 0 1 0 ．2％ △ 1．9

地 方 消 費 税 交 付 金 13 7 ，5 0 0 0 、3％ △ 0，2

ゴルフ場 利用税交付金 16 ，6 0 0 0 ．1％ 10 0 ．0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 2 5 ，2 0 1 0 ．1％ 1．2

地 方 特 例 交 付 金 10 ，8 0 0 0 ．1％ △ 5 7 ．6

地　 方　 交　 付　 税 8 ，6 4 0 ，7 8 0 2 1．7 ％ 177 ．7

分 担 金 お よび 負 担 金 4 3．2 13 0 ．1％ 82 ．8

使 用 料 お よび 手 数 料 2 9．2 4 9 0 ．1％ △ 11．1

国　 庫　 支　 出　 金 17 ．9 3 2．5 7 6 45 ．1％ 4 6 ．2

県　　 支　　 出　　 金 4，9 7 0，0 1 1 12 ．5 ％ 14 9 ．4

繰　　　 入　　　 金 6，0 9 3，8 5 3 15 ．3 ％ 3 90 ．6

諸　　　 収　　　 入 24 5，5 9 2 0 ，6％ 23 ．7

町　　　　　　　　 債 6 04 ．7 0 0 1．5％ △6 5 ．1

そ　　　 の　　　 他 3 2，6 36 0 ．1％ △9 2 ．8

合　　　　　　　　 計 39 ．7 2 7．4 3 3 100 ．0％ 8 0 ．1

過酷の癌鴫や災害復旧費の財源に充て
られる個入金

他方消費税の一部を財源として、県が
人口執こより鯨分し釘に交付するお金

町税　　　　2．2％

諸収入　　　0．6％

使用料・手数料
0．1％

町営住宅の宿賃や住民票交萄手
数料など

その他（l）0．2％

町債　　　　　　1．5％

地方消費税交付金　0．3％

）行政サービスを
iよう、面憎機等
足勘合を財源と
ミ付するお金

寸 ∴ 「； ∴ ∴

塾 煎
∴J m ∴ ∴ ∴∴‾∴

i矛％ii 一　自書賊蒲や 畢

18．鑓96
臨 み ブダ ブ、

園 田 l

／

国・県支出金

1●－．i
　 5 7 ．6％　 災害御日置や災害鷹葉物処理賢
一一・ ．一一．証 T、毒 殺 蒜護龍謡 撥 と



臆
歳
出
忙
つ
い
て

一
般
会
計
予
算
の
目
的
別
内

訳
に
つ
い
て
は
下
の
表
の
と
お

り
で
あ
り
、
そ
の
割
合
を
多
い
順

に
示
し
た
の
が
円
グ
ラ
フ
で
す
。

◇
総
務
費

他
市
町
村
か
ら
の
派
道
職
員

受
け
入
れ
に
要
す
る
経
費
に
加
え
、

被
災
者
等
に
生
活
・
防
災
関
連
情

報
を
発
信
す
る
臨
時
F
M
放
送

局
の
運
営
経
費
や
J
R
代
行
パ

ス
を
補
完
す
る
町
民
バ
ス
を
亘

理
駅
に
直
接
乗
り
入
れ
る
経
費

な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
（
前
年

度
比
7
億
9
8
1
0
万
円
増
、
箪
8

％
増
）

◇
民
生
費

高
齢
者
福
祉
事
業
や
障
害
者

の
自
立
支
援
、
保
育
所
の
運
営
経

費
、
子
育
て
支
援
や
介
護
予
防
支

援
事
業
の
推
進
経
費
な
ど
の
ほ
か
、

被
災
者
支
援
対
策
経
費
や
少
子

化
対
策
と
し
て
小
学
校
入
学
か

ら
中
学
校
卒
業
時
ま
で
の
入
院

分
の
医
療
費
助
成
経
費
な
ど
を

計
上
し
て
い
ま
す
。
（
前
年
度
比
8
3

億
1
9
0
5
万
円
減
、
畢
8
％
減
）

◇
衛
生
費

放
射
能
除
梁
の
応
急
対
策
に

要
す
る
経
費
、
妊
婦
健
診
や
が
ん

検
診
な
ど
各
種
検
診
の
強
化
に

取
り
組
む
経
費
に
加
え
、
災
害
廃

棄
物
処
理
経
費
や
生
活
環
境
改

善
関
連
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
度
比
1
3
5
億
7
9
3
8
万

円
増
、
2
8
5
・
5
％
増
）

）

◇
労
働
費

経
済
対
策
や
、
被
災
し
た
方
々

へ
の
雇
用
・
就
労
機
会
を
提
供
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
た
緊
急
雇

用
創
出
事
業
経
費
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
（
前
年
度
比
1
億
5
0
2

8
万
円
減
、
q
1
6
％
減
）

◇
農
林
水
産
業
費

農
地
や
農
業
用
施
設
の
復
旧
・

復
興
関
連
経
費
を
重
点
持
直
し

て
お
り
、
特
に
本
町
の
ブ
ラ
ン
ド

品
で
あ
る
仙
台
い
ち
ご
の
早
期

復
旧
を
目
指
し
、
被
災
者
地
域
農

業
復
興
総
合
支
援
事
業
に
要
す

る
経
費
等
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
度
比
5
1
億
1
9
4
6
万
円
増
、

5
4
7
・
8
％
増
）

◇
商
工
費

町
内
中
小
企
業
者
の
運
転
資

金
等
の
融
資
斡
旋
に
関
す
る
経

費
に
加
え
、
町
振
興
資
金
等
融
資

制
度
利
子
補
給
金
を
計
上
す
る

と
と
も
に
、
企
業
誘
致
に
関
す
る

経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
（
前
年
度
比
2
6
5
万
円
増
、

3
・
5
％
増
）

◇
土
木
費

応
急
仮
設
住
宅
入
居
者
の
生

活
拠
点
の
早
期
確
保
を
図
る
災

害
公
営
住
宅
整
備
経
費
を
計
上

す
る
と
と
も
に
、
復
興
土
地
区
画

整
理
事
業
、
防
災
集
団
移
転
促
進

事
業
な
ど
の
都
市
基
盤
整
備
事

業
や
避
難
道
路
、
都
市
計
画
道
路

な
ど
の
交
通
イ
ン
フ
ラ
整
備
と

い
っ
た
今
後
の
ま
ち
づ
く
り
の

土
台
と
な
る
関
連
事
業
に
要
す

る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
（
前

）

年
度
比
6
6
億
8
0
2
9
万
円
増
、
1
．

1
1
3
・
9
％
増
）

◇
消
防
費

予
期
せ
ぬ
災
害
に
適
切
に
対

処
し
、
町
民
生
活
の
安
全
確
保
を

図
る
た
め
の
消
防
・
防
災
対
策
に

関
す
る
経
費
や
、
東
日
本
大
震
災

記
録
誌
作
成
経
費
な
ど
の
予
算

を
計
上
し
て
い
ま
す
。
（
前
年
度
比

5
6
7
万
円
減
、
2
・
1
％
減
）

◇
教
育
費

被
災
児
童
生
徒
に
対
す
る
各

労働者のための呂種施設
の富国運営軽費

一般会計歳出（目的別内訳）　（単位：千円）

項　　 目 甘藍ヨ剛≡ 構成 比 （％ ） 前年度比 （％）

議　 会　 費 10 3．2 8 5 0 ．3％ △ 1 5 、3

総　 務　 費 2 ，0 4 8，1 15 5 ．2％ 6 3 ．8

民　 生　 費 1，4 9 3，6 0 0 3 ．8％ △ 8 4 ．8

衛　 生　 費 1 8，3 3 4 ，9 4 5 4 6 ．2％ 2 8 5 ．5

労　 働　 費 9 3．6 0 3 0 ．2％ △ 6 1．6

農 林 水 産 業 費 6 ，0 5 3．9 8 7 15 ．2％ 5 4 7 ．8

商　 工　 費 7 8，0 6 3 0 ．2％ 3 ．5

土　 木　 費 7 ，2 8 0 ．0 2 4 18 ．3％ 1 1 1 3 ．9

消　 防　 費 2 6 0 ．0 8 9 0 ．6％ △ 2 ．1

教　 育　 費 6 3 7，2 7 5 1．6％ 1 8 ．1

災 害 復 旧 費 2 ，3 3 0 ．7 3 5 5 ．9％ 1 1．3

公　 債　 費 6 9 3．7 10 1．7％ △ 7 ．8

そ　 の　 他 3 2 0 ，0 0 2 0 ，8 ％ △ 4 8 ．2

合　　　　 計 3 9，7 2 7 ．4 3 3 10 0．0 ％ 8 0 ．1

議会費　0．3％

労働費　0．2％

商工費　0．2％

その他　0．8％（肢出金、予納）

種
助
成
経
費
に
加
え
、
小
学
校
2

校
が
津
波
に
よ
り
被
災
し
た
現

状
を
踏
ま
え
、
学
校
の
再
配
置
等

を
検
討
す
る
経
費
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
ま
た
、
常
磐
自
動
車
道

予
定
地
の
発
掘
調
査
事
業
な
ど

も
こ
の
教
育
費
に
含
ま
れ
ま
す
。

（
前
年
度
比
9
7
7
4
万
円
増
、
肇
1

％
増
）

◇
災
害
復
旧
費

東
日
本
大
震
災
で
被
災
し
た

道
路
や
水
路
、
学
校
施
設
な
ど
、

被
災
し
た
施
設
を
復
旧
す
る
経

費
等
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
（
前
年

度
比
2
億
3
5
7
3
万
円
増
、
Ⅱ
・
3

％
増
）

消防費　0．6％

教育費1．6％

公債費1．7％

民生費　3．8％

＼
総務費
5．2％

庁舎や財産の絶締雪煙、
戸範管理、撹金の徴収

などの握賃

轡 ＼ W 廿　　 ＼∵＼

憤 鵜

［5

十 ・

∴∴∴　 二一
○○

ミ的別）

∴ ‘こら：
4 6．！2％

が捕虜去はとの棚
保全、赤飯予防，健景

翳　 〃…

．諮高”　　　　　　　　　　　　　　 桃手などの戦
〉振興を田
基や、生産
の掻賃

∴∴
／／ 韮恭賀

li8 13∴鉛

ヾ 遭師河川公団

などの社会質本鰹
偶のための経費

広報やまもと5月号No，390（7）



歳出予算と町税の推移
（単位：億円）

4 0 0

2 5 0

2 0 0

15 0

1 0 0

5 0

0

∴　 2 2 0 ．6

□

3 9 7 ．3

竿 ，

歳 出 予 算

阜 i
i

漢 コ

町 税

5 0 ．0 5 0 ．3 5 1 ．4

－

20　21　22　23　24年度

1万円lこ置き換えると讃識し鷺蓋蒜、盤認諾
請書2 ∃漢≡ 案患田園≡ 農林水産業費 警報ヨiEE 鯨寡霧i E一三

吉o看
一〇

1，8 3 2 円

くフ

⊂フ

1，5 2 4 円4 ，6 1 5 円 5 8 7 円 5 1 6 円

（1，288，833円） （5 1 1．74 1円） （4 25，55 8円） （16 3．8 36 円） （14 3，9 70 円）

高書ii重苦 債 費 ち！宣言書≡ …〃妬 ま〒書叢書≡ 詳細置三重…

′）ヽ
（饗 ＿

3 7 6 円 1 7 5 円

ni∴inC7

16 0 円

′

6 5 円

ーiL一
口

2 6 円

国

∴；∴∴∴
1 2 4 円

（104，99 1円）（4 8．7 64円）（4 4，796 円）（18，2 83 円） （7I2 60 円） （3 4，56 1円）

合　 計 1 1 0 ，0 0 0 円 （2 ．7 9 2 ．5 9 3 円）

※町民14．226人（3月未現在）で計算

平 成 と4 年 度 の 主 拡 災 害 関 連 事 業 と 予 算 額

萱露 固 1　　　　　　　　　　　　　　 回

震災対応関連経費　　　　　　　 10 億4 ．93 7 万円　　 災害公営住宅整備事業 26 億4 ．2 0 0 万円

町民バス運行事業　　　　　　　　　　 9 ．24 8 万円　　 復興土地区画整理事業 9 億2．13 9 万円

JR 駅直行バス運行事業　　　　　　　　 5 ，4 0 8 万円　　 防災集団移転促進事業 14 億5，14 7 万円
定住促進対策事業　　　　　　　　　 1．08 1万円　　 幹線道路等整備事業 7 億9 ．0 3 1万円

災害対策用臨時FM 放送運営事業　　　 1，50 0万円　　 防災緑地整備事業 4 億7 ．9 2 3 万円

震災復興基盤構築事業 1億8 ．8 0 0 万円
民生買

各種検診事業　　　　　　　　　　 4 ．17 3 万円　 田

被災者支援事業　　　　　　　　　 1億6 9 3 万円　　 東日本大震災記録誌作成事業 7 50 万円
災害弔慰金給付事業　　　　　　　　　 3，00 9 万円

災害障害・損害・負傷見舞金給付事業　 1，26 5 万円　 易重電 国

小中学校教育環境整備事業 1，0 6 8 万円
営密 雲案　　　　　　　　　　　　　　　 遠距離通学者通学費補助事業

2 45 万円
放射能除染対策事業　　　　　　　　　 2．5 1 8万円　　 坂元小学校講堂改築事業 1．6 10 万円
災害廃棄物処理事業　　　　　 17 9億4 ．97 2 万円　　 要保護・準要保護児童就学援助事業 1．6 8 5 万円

埋蔵文化財発掘調査事業 2 ，9 0 0 万円
労瞬

緊急雇用創出事業　　　　　　　　　　 8．6 2 7 万円　 m 肱≡識者I；格三i

公共土木施設災害復旧事業 10 億5 ，12 1万円

漢議調繕ヨ臣事善書　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農地および農業用施設災害復旧事業 1億8 ．27 0 万円

東日本大震災農業生産対策事業　　　 3億9 ，50 2 万円　　 自然公園施設災害復旧事業 5 億95 8 万円
被災地域農業復興総合支援事業　　 54 億6 ．76 2 万円　　 漁港施設災害復旧事業 5 億6 ．59 3万円

固　　　　　　　　　　　　　　　　　 S罵養護施講請書

中小企業振興賞金融資預託事業　　　　 3．5 0 0 万円　　 災害援護資金貸付事業 2 億4 ．0 0 0 万円

広報やまもと5月号No．390（8）
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普通会計予算　　　（単位：千円）
会 計 名 予算 頬 前年度比 （％）

一 般 会 計 3 9 ．7 2 7 ．4 3 3 8 0 ．1

特

別

．∠ゝ．王事
計

国 民 健 康保 険

事 業 特 別会 計
1，9 6 2 ．5 14 △ 13 ．7

後期 高 齢 者

医療 特 別 会 計
16 7 ．9 5 8 △ 3 ．2

介 護 保 険 事 業

特 別 会 計
1．2 7 8 ．8 8 3 △ 7 ．4

亘理地域介護認定

審査会特別会計 7 ．0 3 8 0 ．0

水道事業会計予算額（公営企業会計）
（単位：千円）

収 益 的 収 入 お よ び支 出 資 本 的 収 入 お よ び 支 出

収 入 2 6 7 ．4 2 0 収 入 1 1 4 ．6 1 4

支 出 3 5 4 ．5 4 9 支 出 2 6 9 ，5 8 2

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する
額154．968千円は、損益勘定留保資金等で
補てんします。

下水道事業会計予算額（公営企業会計）
（単位：千円）

収塩 的収 入 お よ び支 出 資 本 的 収 入 お よ び支 出

収 入 6 1 9 ．2 0 7 収 入 2 4 9 ．7 5 3

支 出 8 6 8 ．6 2 0 支 出 6 0 1 ．8 1 7

※貸本的収入額が資本的支出額に対し不足する
額352．064千円は、損益勘定留保資金等で
補てんします。

○東日本大震災復興交付金とはii・

被災地方公共団体が自らの復興プラン

のもとに進める地域づくりを支援し、復

興を加速させることを目的として、平成

23年度に創設されました。この交付金を

活用できる事業には、地域の復興に不可

欠な基盤を整備することを目的とした「基

幹事業」と、基幹事業の効果を促進するこ

とを目的とした関があります。

○震災復興特別交付税とは…

通常の特別交付税とは別枠で、国の補

助金や上記交付金などを財源に実施する

復旧・復興事業に係る地方負担分をゼロ

にする目的で、平成23年度に創設されま

した。

広報やまもと5月号No．390（9）

一般会計歳出（性質別内訳）　　（単位千円）

案 ≡ 予 算 額 構成比 （％ ）前年度比（％）

人　　 件　　 費 1．4 13 ．54 8 3 ．6 ％ 2 ．0

公　　 債　　 費 6 9 3 ．7 10 1．7 ％ △ 7 ．8

扶　　 助　　 費 5 19 ．5 2 3 1．3 ％ △ 8 5 ．6

普通建設事業費等 3 2 ，5 4 5 ，34 4 8 1．9 ％ 4 4 4 ．4

補　 助　 費　 等 2 ．0 2 0 ，8 0 2 5 ．1％ 14 ．9

物　　 件　　 費 1，7 18 ，18 0 4 ．3 ％ △ 7 6 ．5

繰　　 出　　 金 3 7 4 ，9 7 6 0 ．9 ％ 4 ．7

そ　　 の　　 他 4 4 1，3 50 1．2％ △ 5 1．1

合　　　　　　 計 3 9 ．7 2 7 ．4 3 3 10 0 ．0％ 8 0 ．1

性質別予算
町の経費を、行政目的ごとに分類したものが目的別予算

であるのに対し、その経済的性質を基準として分類したもの

を性質別予算といいます。大きく「義務的経費」「投資的経費」

「その他の経費」の3つに分けられます。

その他1．2％

繰出金　0．9％
一飯会針から特別会
細こ支出されるお金

物件費　4．3％
町が仕事を委託する鴇

委託料や物品購入費等

補助費等　5．1％
亘理地区行政書房場合語への負
担金や各種団体への龍勘合

人件費　3．6％
町迫会虞員や瞳貝話に対して支
払寄れる船田や手当等

公債費1．7％
町が尭行した町億について毎年
支払うことになる元金と利子

扶助費1．3％
災害弔割合や只録金など生活支
権等の椙社にかかる嵯賃

＼
1111㌧－11－＼11、＼＼＼＼＼

防災鍵田移転促進夢重や、道路などの災害復iBに要する能書

霜寒；○

（性質別　　「

lS葛〇〇°ポ
投資閻経

」

8 H．9麟
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